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--- 
 
1) 問題の所在 

背景 

マレーシア1は、マレー系・中国系・インド系の 3 つの主な⺠族で構成される多⺠族社会である。
この国では、1971 年から 20 年間に及んだ「新経済政策」（New Economic Policy, NEP）の時期、他
の⺠族の⼈びとに⽐べ経済的に劣位におかれているとされたマレー系（ブミプトラ2）の⼈びとを、
社会経済の諸分野で優遇することが明確に定められており、実際に彼らを優遇するための政策も⾏
われていた3。 

機会の配分を⺠族という属性に基づいて⾏なうこと⾃体は、アファーマティブ・アクションという
形で他の国でも⾏われてきたことである。例えば⽶国等では⼤学⼊学選考の際に、マイノリティとさ
れる出⾃の⼈びとの優先枠を設けることが⾏われ、時折反発を⽣んだりしていることは知られると
おりであり、“⺠族”という境界線に沿って利益の配分を図ることが、⼈びとにその境界線を意識させ、
またそれを問題として捉えさせるようになる、という可能性は決して⼩さくないと⾔える。特に、そ
こで政策的に配分される対象となる利益が、マレーシアにおいてそうであるとされてきたように、教
育や就業といった個⼈の地位達成の機会（ライフチャンスとも呼ばれる）に強くかかわるものであり、
かつ各⼈がその⼈⽣のなかで複数回影響を受けるような形で配分されるとなれば、その政策への強
い反発やそれに対する反応が呼び起こされ、受益者グループとそれ以外の間に軋轢が⽣じても不思

 
1 本研究の対象となるのは、マレーシアの中でも半島部のみである。東マレーシア（サバ州・サラワク州・

ラブアン連邦直轄領）については、データの制約が⾮常に⼤きいこと（1980 年代までの⼈⼝センサス個
票データが得られない）および、⺠族構成が半島部と⼤きく異なり、本研究の視⾓をもって明らかにで
きることの範疇を超えてしまうことから、対象としていない。 

2 ブミプトラ（bumiputera）は、マレー語で「⼟地の⼦」を意味する。 
3 マレー系の優遇⾃体は、独⽴時の憲法にも「マレー⼈の特別な地位」が掲げられてきたのをはじめ、「新

経済政策」以前から存在した。ただここでは、介⼊的性格の強度や規模からして、「新経済政策」がマレ
ーシアの各⺠族の⼈びとに与えた影響がかなり⼤きいものと考え、その政策期間である 1971 年から
1990 年にかけての時期に特に注⽬することとする。ただし、この 20 年の間にもマレー系を優遇する各
政策の性格の強弱に変化はあったので、その変化に伴い⼈びとの地位達成がどのように変わっていった
のかを考察することも必要となってくると考えられる。 
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議はない。 
しかしマレーシアの⺠族優遇政策の特徴は、それに留まるものではない。優遇の対象となったマレ

ー系が、国の全⼈⼝の 6 割を占める多数派であったことに特徴がある。少数派の⼈びとではなく多数
派の⼈びとを優遇するという状況は、優遇されない側のグループが「逆差別」の形で受ける機会の圧
迫が、量的に相当なものであったことを意味する。例えばマレーシアでは、マレー系のために⼤学⼊
学の優先枠が設けられたが、それはマレー系が全⼊学枠の過半数を占めねばならないことを意味し、
数％が譲り渡されればよい⽶国のアファーマティブ・アクションとは全く様相が異なると⾔ってよ
いだろう（下図）。また、グループ内での受益者⽐率という⾯から考えても、マジョリティ優遇によ
りマイノリティが影響を受ける場合には、マジョリティの側が影響を受ける場合よりも、（グループ
内での受益者⽐率が）ぐっと下がってしまいやすいと考えられる。 

このような条件下でライフチャンスの配分が⾏われれば、グループ間の深刻な不和がもたらされて
もおかしくないと考えられるのである。 
 
（※図は省略） 
 
図序.1 少数派・多数派アファーマティブ・アクションの概念図 
出所：筆者作成 
 
多数派優遇のもとでの社会の「安定」 

しかしマレーシアでは、新経済政策下での機会の不平等な配分が直接的な引き⾦となったような⺠
族間の重⼤な衝突は⽣じなかった。もちろん、個別のイシューに対して反発の声が上がったり4、異
議が唱えられたりはしてきたが、それらが社会経済の多くの機能を停⽌に追い込むような⼤規模な
運動や暴動に発展することもなかったのである5。また、マレーシアの⼈びと⾃⾝の感覚としても、
マレーシア社会は「安定している」と感じている⼈は多い。2000 年に⾏われた世論調査では、マレ
ーシアのことを「誇りに思う」という⼈（全体の約 90%）の中で、約半数の⼈が「平和と安定」また
は「戦争や紛争のないこと」をその理由として挙げていたという (Ting 2014: 68)。 

 
4 なお、新経済政策導⼊の際には、⺠族間関係に関する事柄は「センシティブ・イシュー」であると定め

られ、公的に議論することが禁じられた経緯はあるが、そのことは必ずしも個別のイシューについて⼈
びとが声を上げることを妨げるものではなかった。例えば、⼤学⼊学クォータ制、教授⾔語マレー語化、
⼯業調整法等、本論⽂で取り上げるマレー系優遇の具体的諸策に対しても、市井の⼈びとや商⼯会等か
らの批判の声が随時上がっていた。 

5 ただし、社会経済全体の機能の⿇痺に⾄るほどの混乱はなくとも、1987 年には主に中国系とマレー系
（または政権）との間の緊張の⾼まる時期があり、オペラシ・ラランと呼ばれる⼀連の公安事案も⽣じ
たことは付記しておかねばならないだろう。また、2001 年にはインド系とマレー系の対⽴によるとされ
るカンポン・メダン暴動（死者 6 名）が⽣じている（新経済政策後にこのような暴動が発⽣したことの
意味については、終章で改めて論じたい）。 
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翻って、周辺諸国に⽬をやれば、現在に⾄る社会の変容・発展の過程で、クーデターや暴⼒的な対
⽴を経験した国は少なくない。もちろんそれらの国ぐににはそれぞれの事情があり、⼀括りにマレー
シアと対⽐することは緻密な問題設定とは⾔えないだろう。しかしながら、⼀⾒、国内の⼈びとを対
⽴させる要因として決して⼩さくはないと思われる⺠族間の関係性にさまざまな問題をはらんでい
るマレーシアが、 そのこと⾃体の善し悪しはともかく、⽬⽴った国内の衝突を経ることなく、ここ
までの変化・発展を遂げてきたことは、注視されるに⾜る事実だと⾔えよう。 
「多数派の優遇」という、社会秩序の維持に⼤きな負荷をかけそうな原則に基づきながらも、安寧を
維持してきた、という点が、マレーシア社会の極めて重要な特徴として⾒いだせるのである。 

マレーシアの安寧秩序の維持について、政治学の観点からは、「パワーシェアリング」の議論によ
る説明がなされてきた。各⺠族の利害を代表するとされる政党が権⼒を分掌する形態が独⽴以後⻑
きにわたって続き、多数派⺠族の政治⼒の暴⾛の抑制および少数派⺠族への配慮を可能にしてきた、
というのが「パワーシェアリング」の議論の⼤旨である（中村 2015）。この議論は、⺠族間の関係性
をマクロ的に説明する観点から、⾮常に重要な⽰唆をもたらすものである。実際、ほとんどの国でパ
ワーシェアリングの試みが短期間に破綻してきたのに⽐べ、「半世紀以上」という⻑期間にわたって
それが続いてきたことからも、マレーシアのパワーシェアリングの有効性は⽰されている（中村 
2015: 2）。 

ただし、そのような⺠族間の「パワー」配分の議論は、多くの場合、⺠族グループ間の均衡につい
て、各⺠族を率いる・代表するとされる政党や⼈物・特定の階層を主体としたロジックで説明をして
おり、政治エリート等ではない「ふつうの⼈びと」の⼈⽣にかかわる機会の配分に関⼼を持って論じ
るものではない。しかし、⼈びとが⼤きな不満を持たずに済んだ、あるいは、不満を持ったとしても
その発露が抑制された、というのもまた⼀側⾯かもしれず、各⺠族の「ふつうの⼈びと」の間の関係
性に注⽬することも有効ではないかと考えられる。 

⼈びとが⼤きな不満を持たなかったということに関連して、少数派が⽂化的側⾯においてマジョリ
ティへの同化を迫られることがなく、彼らのアイデンティティは維持されたので、社会の安定が保た
れた（Crouch 2001）という⾒⽅も⽰されてきた。特に中国系のアイデンティティ・⾃⽂化の⽴場の
保護は⽐較的明解な研究対象であるため、マレーシアの⺠族間関係を語るときに引き合いに出され
やすい。しかし、それだけではやはり、⺠族優遇政策による⼈⽣・⽣活に関わる実質的な機会の制限
という、マレーシアの社会変容の過程に存在した本質的な特徴を捉えきれないように思われる。アイ
デンティティの問題も、⼼情的な側⾯から社会の安寧秩序について考えるには重要であるとは考え
られるが、理念や⽂化だけでは⼈間の⽣活は成り⽴たないのであり、 ⼈⽣の機会を他者よりも豊富
に与えられたり、制限されたりした⼈びとが、⼀体どのように現実の⽣活につながる地位達成を遂げ
ていたのか、ということも重要な問題であると考えられる。 

現実の⽣活という点に関しては、「新経済政策の時期はマレーシア全体の経済成⻑が著しく、機会
のパイ全体が拡⼤しており、その恩恵を⾮マレー系も受けられた」という説明がなされうる。確かに
その側⾯は否定できないだろう。実際、後で論じるとおり、マレーシアにとって新経済政策期は、著
しい経済成⻑と産業構造の変容を経験した時期でもあり、それに伴って⼈びとの社会経済的地位の
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上昇につながる機会も増えた可能性は⾼い。ただし、ライフチャンスの配分に積極介⼊する政府のも
とにあった社会において、無条件にすべての機会のパイが経済成⻑と同時に拡⼤したと考えること
には慎重になるべきである――政府が、配分の調節を容易にするために、可能な範囲でパイのサイズ
をも調節することが有り得るためである――。また、拡⼤したパイについても、社会成員がその恩恵
に⼀律に与ったと考えるのは早計であるということは、およそどのような社会の例を⾒ても明らか
であろう。各個⼈がどの程度、どのように地位達成の機会を獲得していったのか、という問題は、マ
レーシアの状況の特殊性にも鑑み、意識的に分析・考察される必要があると考えられるのである。 

このように、マレーシアの社会的安定の維持について従来なされてきた説明において抜け落ちてき
たが重要な観点として、多数派の⺠族を優遇するという政策基調のもとで、①各⺠族の⼤多数を占め
る「ふつうの⼈びと」が、②現実の⼈⽣・⽣活を左右する地位達成にかかわる場⾯において、③具体
的にどのように機会を得て特定の社会経済的地位に到達していったのか、という 3 点が挙げられる。
しかし、マレーシアの安定が、⺠族というたったひとつの属性に基づいて資源の傾斜配分を⾏うとい
うかなりラディカルな政策のもとでもなお保たれてきたということに鑑みると、⺠族優遇政策の⼈
びとの社会経済的地位移動への効果／影響を真正⾯から分析することも必要なのではないだろうか。
そこから、従来の研究では⾒えてこなかった社会の「安定」の理由に関する知⾒が得られるかもしれ
ない。 
 
産業化と教育の拡⼤という⽂脈 
 ⼈びとの社会経済的地位達成の変化について明らかにしようとする際重要なのは、この時期のマ
レーシアが既に成熟した社会ではなく、産業化の途上にある社会であったという点である。マレーシ
アは、今でこそ先進国・⾼所得国⼊りまであと⼀歩と⾔われる状態にまで社会・経済の⽔準が⾼まっ
てはいるものの、新経済政策が導⼊された 1970 年の頃は典型的な「発展途上国」であった。しかし、
1970 年以降、⼀次産品から⼯業製品へと品⽬の重点を移しつつも輸出を中⼼とした経済体制によっ
て GDP を継続的に伸⻑させており、新経済政策期の平均は 6.7%であった（坂井 2013: 39）。また⼀
⼈あたり GDP も 1970 年の 829 ドルから 1990 年には 3,000 ドルに近づく程度にまで成⻑させてお
り、個々⼈のレベルでも⼗分に社会的な変化が経験されたものと考えられる。 

⼈びとの地位達成やライフチャンスの獲得といった主題について考えようとする際に重要な社会
的変化のひとつは、この産業化の途上において⽣じた学校教育の拡⼤である。これはひとつには、国
家が「近代化」政策として、主要産業を農業からより利潤の⼤きい⼯業やサービス部⾨といった近代
セクターへと転換させるべく、マンパワー政策の名のもと教育を推進するために⽣じることである。
もうひとつの側⾯としては、伝統社会から産業社会への移⾏により、社会内の⼈びとの就業先の、第
2 次・第 3 次産業への転換が進み、その際、労働市場において雇⽤者が求職者を選ぶという過程が⽣
じ、次第にそれが制度化されていくということからも、産業化過程で教育が拡⼤することを説明でき
る。雇⽤者側は、雇う⼈を選ぶ際の基準として求職者の教育程度・学歴という指標を利⽤するため、
⼈びとはその選抜でより優位に⽴つためにより⾼い教育あるいは学歴を⾝につけようとし、教育が
急速に拡⼤していくのである。 
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教育を受けること、またそれによって学歴を獲得することは、個⼈の後の⼈⽣における社会経済的
地位を上昇させうる要素であり、⼀⾒すると教育が拡⼤することは⼈びとにとって恩恵をもたらす
ことのように思われる。しかし、詳しくは第 1 章にて論じるが、上述のような産業化にともなっての
教育の拡⼤は、⼈びとの地位達成に必ずしも好ましくない影響をもたらす可能性があると指摘され
ていることには注意する必要がある（Dore 1976=1978）。 

産業化期における教育拡⼤は、新経済政策期のマレーシアにおいても⽣じたことである。マレーシ
アではこの時期に、⼤⽅の⼈が初等教育程度までしか教育を受けていなかったところから、全体では
半分以上の⼈が後期中等教育（⽇本の⾼校程度）以上の段階へ進学するところまで、学校教育の拡⼤
が⽣じた。このことがマレーシアの⼈びとの地位達成にどのように作⽤したのか、先述の「好ましく
ない影響」が⽣じていないかどうかとともに検討していく観点は、新経済政策期における「ふつうの
⼈びと」の現実の地位達成がどのように⾏われてきたか、という点を明らかにする試みのなかでも重
要になってくるだろう。さらに、マレーシア社会独⾃の⽂脈として、そこに優遇政策の枠組みによる
多数派への優先的な教育機会配分への介⼊が⾏われたという要素も加わるため、マレーシアにおけ
る⼈びとの地位達成の様相はどのように変化したか、ということも分析・考察していく必要があると
考えられる。 

産業化期における多数派優遇政策のもとでの教育達成と社会経済的地位達成の関係についての知
⾒を得ることは、すなわち教育およびそれによって得られる学歴という機会資源の⺠族間での不平
等な配分と各⺠族の⼈びとの現実の⼈⽣との関係について知ることでもあり、その知⾒が、マレーシ
ア社会の「安定」の要訣につながっている可能性もあると考えられる。 
 
研究目的 

 以上を踏まえ、本論⽂は、新経済政策期のマレーシアにおいて、産業化とそれにともなう教育の拡
⼤という状況のなかで、各⺠族の⼈びとがそれぞれどの程度教育や就業の機会といったライフチャ
ンスを得、実際にどのように地位達成を成し遂げてきたのかを検証し、またその達成の過程はどのよ
うなものであったかを明らかにすること、そして、それらの取組みをとおして、マレーシア社会の「安
定」がどのようにもたらされてきたのかを考察することを⽬的とする。 

前項において、マレーシアの安寧秩序の維持について、⼈びとの現実的な⼈⽣・⽣活に関わる地位
達成の機会、すなわち教育や就業といった機会の観点からの研究が抜け落ちていると記したが、安寧
秩序の維持という話に限らず、実はそもそもマレーシアに関し、⼈びとのライフチャンスというもの
を対象とした研究⾃体が多くないとも⾔える。しかしここで重要なのは、新経済政策が打ち出された
ときに、教育や就業といった⼈⽣における諸機会への介⼊が、最終的に⼈びとの到達する社会経済的
地位（職業や所得など）の“平等”な配分につながる、という前提がおかれた――あるいは少なくとも、
そのような建前があったために、教育や就業に関する優遇政策の導⼊・推進が可能となった――はず
である、ということである。そのことを考えれば、新経済政策期のライフチャンス配分の動態に関し
て、包括的な研究結果はまとめられて然るべきであろう。 
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「社会の再編」6の帰結に関係するような研究はこれまでも⾏われてきた。もっとも、優遇政策の
帰結についての研究であると明⽰しているものでこそないが、所得・資産格差の研究、中間層 に関
する研究などがなかったわけではない。しかし、所得・資産の格差や社会階層がどのように⽣じるの
か、またその⽣じ⽅がどのように変化してきたのかについては、実証的に明らかにした研究がほぼな
く、格差の⽣じるメカニズムはほとんど、いわばブラックボックスとされてきたと⾔える。しかし、
優遇政策によって「社会の再編」が実際にどのようにもたらされたのか、あるいはもたらされなかっ
たのか、の説明がおざなりにされることで、現実社会にもかなりの問題がもたらされうるのではない
だろうか。あまり精査されていなくとも（⼀部の⼈にとっては）説得⼒を持つ主張をもとに政策決定
が⾏われることがマレーシアの⽂脈では多分にありえる以上、それを確かめることは実社会のレベ
ルにとっても不可⽋であると⾔える。 

とりわけ、後の内容を少し先取りしてしまうと、マレー系を優遇するための諸策のうち、実際に効
果を有したのは、就業に関するものよりも教育に関するものであったと考えられる。いわば、マレー
系の最終的な到達地位のひとつの指標となる職業の⾯に強⼒な介⼊がなされたわけではなく、最終
的な地位への通過点である教育について、よりラディカルな介⼊がなされたというわけである。した
がって、各⺠族の⼈びとの教育達成および、教育の職業的地位達成への影響について注⽬することが
必要となってくるのである。 

なお、すぐれて特殊な条件下にあるマレーシアの状況について、⺠族・⼈種属性と地位達成に関す
る理論から確定的な予測を⽴てることは難しいということも⾔え（第 1 章にて詳述）、実証研究を⾏
う必要がある、ということも付⾔しておきたい。よって本研究では、マレーシアの各⺠族の⼈びとの
地位達成について、具体的なデータを実証的に分析することによって明らかにすることに取り組ん
でいくこととする。 
 
2) 研究⽅法 

上述のような、「⼈びとの実際の地位達成にかかわる機会の配分」を分析するには、社会階層研究
における、ライフチャンスの配分について分析しようとする系統の研究というのが、拠って⽴つ⽅法
的理論として有効ではないかと考えられる。特に、⼈びとがどの程度の地位達成を遂げてきたかとい
う点の検証に関しては、基本的には地位達成分析のアプローチに馴染むものである。⼈びとの地位達
成が⽣得的な属性の影響を実際にどの程度受けているのかを知るという点で、⺠族属性の影響を把
握しようとする本研究にも地位達成分析の分析⽅法を応⽤することができると考えられるためであ
る。 

地位達成分析は、⼤規模な社会調査データに対する計量分析を特徴とする（⿅⼜ 1984）。本研究に
おいては、1970 年・1980 年・1991 年および 2000 年のマレーシア⼈⼝住宅センサスの 2％抽出個票

 
6 新経済政策の公定⽂書のひとつとされる第 2 次マレーシア計画に記された “Restructuring Malaysian 

society to correct economic imbalance, so as to reduce and eventually eliminate the identification of race 
with economic function” (Malaysia 1971: 1) という⽂⾔が「社会の再編」という概念をよく表している。 
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データを利⽤し、⺠族ごとの教育達成や、職業的な地位の達成について、その程度を測り⺠族間の差
異の経年⽐較を⾏う。また、センサス以外の社会調査データ7も利⽤し、センサスだけでは明らかに
できない経済的地位についても踏み込んで分析する。ただし、分析結果の解釈はもっぱら分析対象と
なる社会の⽂脈に依存するものであるため、あらかじめその拠り所となる背景を理解していること
が⽋かせない。そこで、計量分析を中⼼とした実証分析の前に、⾏政統計や公刊資料、また関連の研
究等からの情報を統合・整理し、新経済政策期のマレーシアの社会経済変容の概要や、政策および各
種制度の内容といったことについても論じることとする。 

他⽅、⼈びとが社会経済的な地位を達成していく具体的な過程については、上述の計量分析では把
握できることが限られてくる。そこで、⼀部ではあるが調査票調査やインタビューといった独⾃の調
査の結果を計量分析の結果ともあわせて⽤い、⼈びとが教育を通し、あるいは通さずに、社会経済的
地位に到達していく過程について、計量分析よりは具体的に、また⼈びとの認識にも少しではあるが
踏み込みながら、考察を⾏うことを試みる。その過程では、それぞれの⼈の地位達成を可能にしたと
考えられるマレーシア社会の構造的な条件・特徴についての考察も交えることとなるだろう。 

第 4 章の実証部で⽤いるマレーシア家族⽣活調査のデータ、および第 5 章で⽤いる、独⾃に実施
した調査票調査およびインタビュー調査に関しては、それぞれのデータを⽤いる実証分析の前に詳
細を説明することとするが、論⽂全体で多⽤する⼈⼝センサスの 2%抽出個票データ（Minnesota 
Population Center n.d.）に関してはここで詳細を述べておきたい。 

マレーシアの⼈⼝センサスは、英領時代の 1881 年に実施されたものが端緒となっているが、「⼈
⼝住宅センサス」として 10 年おきに実施されるようになったのは 1970 年以降である（1991 年のみ、
1 年遅れでの実施）8。センサスの名のとおり、全国⺠（および国内居住者）に対する悉皆調査である。
研究者が⼊⼿可能なのは 2%ランダム抽出のデータにはなるが、それでも⼀般的な社会調査に⽐べサ
ンプル数が遥かに⼤きいという利点がある。ただし、実施年度にもよるが質問項⽬は社会調査ほどき
め細かく研究者の興味関⼼に応えるものではなく、また所得等経済状況に関するデータは収集され
ない、ないし研究者の⼊⼿できる個票には含まれないため、⾏うことのできる分析はある程度限られ
てくる。ただ、本論⽂は、⼈びとの社会階層上の位置を⽰す指標として職業という変数にかなりの程
度注⽬し、また⺠族優遇政策との兼ね合いでは⺠族属性・年齢・教育（学歴）に関⼼をもつものであ
る。そのため、それらの情報をすべて含み、かつ分析者の判断によって柔軟に組み合わせて利⽤でき
る⼈⼝センサス個票データは⾮常に有⽤であると⾔える。 

変動するアジア社会における⼈⼝センサスデータの重要性は認識されているものの（末廣・⼤泉編
2017）、集計データを⽤いた分析がほとんどで、管⾒の限りではあるが個票データを⽤いた分析はほ

 
7 第 2 次マレーシア家族⽣活調査（2nd Malaysia Family Life Survey, 1988）個票データ（DaVanzo and Haaga 

n.d.）。 
8 なお、2010 年に実施された同センサスの 2%ランダム抽出個票データも⼊⼿したが、残念ながら教育に

関する変数に異常な割合の⽋損があり分析に使⽤することが不可能であるため、本論⽂で使⽤するのは
1970, 80, 91, 2000 年の 4 年次分のデータである。 
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とんど⾒当たらない9。おそらく、社会科学の学術研究において⼆次分析を含めた個票データ分析が
盛んに⾏われる東アジアの諸国・地域についてはセンサス個票データが公開されておらず、逆にセン
サス個票データが公開されている国ではデータの⼆次分析が盛んでないという傾向があるため、研
究の空隙が⽣じているのであろう。 
 なお本論⽂では、社会経済的地位達成に関する分析は男性についてのみ⾏う。マレーシアにおける
⼥性の労働⼒参加率は 1980 年代で 50%に満たず、さらに婚姻の影響を強く受けていた（特に中国
系）という実態や、電⼦産業および繊維産業に⼥性労働⼒への需要が集中しがちだったという状況に
鑑み、この時期の⼥性の社会経済的地位達成およびその状況の変化については、本論⽂で⽤いる地位
達成という枠組みよりも、別の視⾓から分析した⽅が実りがあると考えられるためである（Hing and 
Talib 1986 等参照）。 
 
3) 意義 

本論⽂の研究によって、新経済政策期以降のマレーシアが不平等を理由とした⼤きな衝突を経るこ
となく、他国と⽐較して「安定」を維持してきた要因を、⼈びとが現実に⽣きる社会という側⾯から
⽰すことができれば、マレーシアの発展について新たな視座をもたらすと同時に、他の社会の変容・
発展について考える際にも有⽤な視点を提供することとなるだろう。 

具体的にはまず、本論⽂の研究はマレーシア地域研究に新たな視座をもたらし得ると考えられる。
第 1 章でも論じるが、マレーシアの⼈びとの間に存在する社会経済的な地位の不平等、もう少し普遍
的に⾔うとすれば“格差”を取り扱った政治経済学者の研究は、政治や制度等に格差の原因を帰してし
まうことが多い。社会の「安定」という点に関しても、社会経済的上昇を⼗分に遂げられなかったマ
レー系が存在するにもかかわらずマレーシア社会の「安定」が維持されてきたことを、政治関連の要
因によって不満が吸収されたためであると理由づけてしまうような場合もある（例えば Mohamad 
2005）。先⾏研究がこのような状況である中、格差の実態やそれを保持する社会⾃体を実証的に検討
しようとする本論⽂の着眼には新しさがあるだけでなく、マレーシア社会における格差や不平等の
本質的な理解をもたらす意義があると⾔える。 

政治や制度等ではなく社会内部やそこに⽣きる⼈びとに着⽬したマレーシア研究が、これまでまっ
たくなかったわけではない。しかし、特にマレー系についての研究は、政府とのコネクションを有す
る最上位層の⼈びとに関するものが中⼼で、そうした特別な層以外に対する研究関⼼は希薄である。
本論⽂は、従来のマレーシア研究ではあまり顧みられてこなかった、各⺠族の社会階層の最上位以外
に位置する⼈びとに焦点を合わせるものである点でも、マレーシアにおける格差の要因研究に新た
な知⾒や視座をもたらし得る取組みだと⾔えよう。 

加えて、政治経済の⾯も含めてマレーシアという国の⼤きな転換のきっかけとなった新経済政策の
導⼊から半世紀が経とうとしている今、この政策の帰結について改めて振り返ろうとする試みであ

 
9 ただし Lee (2013)は 2000 年のマレーシアの⼈⼝住宅センサス個票データを⽤いていくつかの分析は試

みている。 



 12 

るという点で、本論⽂の研究はマレーシア地域研究全体への貢献ともなりうると考える。 
 
⽅法論的には、本論⽂は政治や経済に関する研究に⽐べ社会に関する研究が⼿薄なマレーシアの社

会科学的研究に対する貢献になると思われる。また、学術⾯にとどまらず、実際のマレーシア社会に
もインパクトをもたらし得るものと考えられる。本論⽂の知⾒によって、新経済政策をとおして⽣じ
たライフチャンスをめぐる格差への理解が深まり、本来議論されるべきである問題へと⼈びとの意
識を向けることができれば、昨今マレーシア国内で⾼まりつつある⺠族間の緊張状態に⾵⽳を開け
られる可能性がある。 

また本論⽂は、今⽇の先進国が⼀連の産業化を完遂した後に⾼度な経済発展を遂げている国におい
て、ライフチャンスの格差がどのように推移しているか、その社会的メカニズムはどのように機能し
ているのかを実証的に明らかにしようとする取組みでもあり、途上国における格差研究の参照例と
もなり得る。特に、アファーマティブ・アクションに類する政策の下での地位達成と教育の関係性に
ついて、また、教育達成を通じた／通じない地位達成というものについて、マレーシアの場合は「多
数派を優遇する」という点で他のアファーマティブ・アクションとは⼤きく異なっていることから、
新たな⽰唆をもたらすことも期待される。またより⼀般的には、多⺠族間の、ひいては⺠族のみなら
ず何らかの特徴を持った⼈びとのまとまりの間における平等／不平等というテーマについて考えを
深めるためにも有意義なケースを提⽰できると思われる。 

さらに、学術上のより広い範囲においても、地位達成研究の研究分野の知⾒に地域的多様性をもた
らす貢献となるのに加え、より普遍的な産業化と社会変容に関する研究にも本論⽂は寄与するもの
と考えられる。最も重要なところでは、第 1 章で論じる Dore（1976）の「学歴病」のような概念や
知⾒を再び現実社会の⽂脈に置き直し、それらが多数派優遇政策下という独特の条件下ではいかな
る意味を持ちうるかを検討し提⽰する役割を果たすと考えられる。 
 
4) 構成 

本論⽂は、課題の設定と背景・⽂脈について論じる前半部分と、実証分析を中⼼とした後半部分の
2 つの部分に⼤きく分けられる。 

まず第 1 章では、理論的⾒地から産業化と社会経済的地位達成の関連について検討したあと、先⾏
のマレーシア研究から得られる知⾒とその問題点について論じ、本論⽂全体の課題を導出すること
を試みる。以後の章での実証分析の解釈のために必要な背景情報を提⽰し、特に全体の議論の前提と
なる「新経済政策」および具体的な優遇政策の内容について論じるのが第 2 章である。 
 後半部分となる第 3 章以下の章では、第１章で得られた課題を念頭において、具体的なデータの
実証分析と考察を⾏っていく。第 3 章では、新経済政策期のマレーシアにおける各⺠族の教育達成
について検討する。マレーシアにおける教育の制度・構造⾯について説明し、実証分析の実施およ
び分析結果の解釈のための⽂脈となる情報を提供したあと、⺠族間の教育達成の差異とそれに対す
る⺠族優遇政策の影響についての分析および考察を提⽰する。第 4 章では、⼈びとの社会経済的地
位への到達過程に対し学歴が与える影響を分析する。具体的には、個々⼈の社会上の地位を強く規



 13 

定する職業的地位、ならびに経済的地位の指標である収⼊について分析する。第 4 章までの主に量
的な分析の結果を受け、第 5 章では、そのような結果がなぜ、どのように⽣じたのかを、データの
記述的・量的な分析とインタビューの結果や⽂献資料を⽤いながら可能な限り明らかにすることを
試みる。 
 終章では、実証分析で明らかになったことをもとに、第 1 章で導出した本論⽂全体の課題につい
ての考察を⾏い、産業化期における多数派優遇政策と⼈びとの地位達成について、新経済政策期の
マレーシアの経験から得られた知⾒をまとめる。加えて、おおもとの⼤きな関⼼であったマレーシ
ア社会の「安定」についても考察を及ばせることを試みる。 
 
 
（※要約公表につき、以下は各章の序⽂と⼩括の掲載を中⼼とする。ただし、序⽂・⼩括とも省略
等により博⼠論⽂本⽂と同⼀の⽂章ではなくなっている。）  
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第 1 章 問題を解く鍵 

1-1. 理論的視座および⽅法論 
1-1-1. 産業化と社会経済的地位達成に関する理論 
1-1-2. 分析枠組み 
1-2. マレーシアにおける地位達成関連の研究 
1-2-1. 優遇政策の帰結をめぐる議論 
1-2-2. 地位達成と⺠族属性の関係について 
1-3. 本論⽂の課題の導出 
 
--- 
 

本章は、理論・⽅法論およびマレーシアにおける先⾏研究の 2 つの⽅向から、本論⽂が参照すべき
概念や対⽐すべき議論について論じ、本論⽂全体で問題を解いていくための“鍵”を得ることを⽬的と
する。まず産業化と社会経済的地位達成の関連について検討を⾏うための理論的な視座および実際
に分析を⾏っていくための⽅法論について論じたあと、先⾏のマレーシア研究の知⾒およびそこに
潜む問題点について論じ、本論⽂全体の課題を導出することを試みる。 
 
 
（※1-1., 1-2.は省略） 
 
 
1-3. 本論⽂の課題の導出 
 以上を踏まえて、本論⽂が取り組む課題を改めて考えてみると、まず全体としては、理論的な関⼼
から以下のような問いが浮かび上がる。 

・産業化にともなう⾼学歴化は、教育⾯だけでなくその後の教育達成の⾯でも好ましくない影響
をもたらす可能性が指摘されているが、そうした産業化・⾼学歴化の時期に特定のグループを
優遇する政策が導⼊されたことによって、教育およびその後の社会経済的地位達成の⾯それぞ
れにおいて、どのような帰結が⽣じたのか。換⾔すると、産業化と⾼学歴化が進む社会の中で、
属性に基づくグループ（⺠族）によって機会の配分が差別化されたとき、その差別化の帰結は
どのようなものとなりうるのか。 

 
 上記の全体的・理論的な課題に加えて、マレーシアの各⺠族それぞれの地位達成がどのようなもの
であったかについて検討する個別の問いも⽴てておきたい。結局のところ、マレーシア社会について
の分析から出てくる結果は、理論には収まりきらないマレーシアの独⾃の⽂脈の影響も受けたもの
となるだろう。そのことを踏まえた⽅が、よりフェアな形で実証分析の結果を理論的な考察に還元す
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ることができるのではないかと考えるためである。 
具体的な課題としては以下の 3 つを設定したい。 

・教育達成、特に低い教育段階での教育達成は、新経済政策期の⺠族優遇政策のもとでどのよう
に推移したか。その⺠族間での差異はどのようなものだったか。 

・社会経済的地位、特に職業的地位への達成は、産業化および⺠族優遇政策による教育達成の変
容の影響を受けてどのように変化したか。⺠族によってそれがどのように異なっていたか。 

・以上のような地位達成の状況は、各⺠族において、なぜ、どのような機序でもたらされたのか。 
 
 以降の章では、背景の検討と実証分析をとおして、具体的な課題に取り組みながら知⾒を得ていき、
終章において再び全体的・理論的な課題についての考察をまとめることとしたい。 
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第 2 章 社会経済的背景・優遇政策の再検討 

2-1. マレーシアの社会経済変容 
2-1-1. 情勢の変化と産業化 
2-1-2. 就業構造の変化 
2-2. 「新経済政策」再考 
2-2-1. 新経済政策とは何であったか 
2-2-2. 新経済政策の内容と実際の施策 
2-.3 教育・就業政策の実相 
2-3-1. 教育に関する具体的な施策 
2-3-2. 就業に関する具体的な施策 
2-3-3. 教育・就業政策と新経済政策の重点移動との関係 
2-4. ⼩括 
 
--- 
 
 「ブミプトラ政策」とも呼ばれる、マレー系優遇を基調とした新経済政策がマレーシアに存在する
ことはよく知られるところである。しかし、この政策がどのような経緯で策定・施⾏されるに⾄った
のか、また政策の具体的な中⾝はどのようなものであるかは、必ずしも知られてはいないだろう。特
に、教育や雇⽤等の⾯でマレー系が優遇される、という説明がなされることが多いが、それ以上の内
容はカバーされることがなく、またその優遇の⽅法はどのようなもので、実質的にどの程度の効果や
影響をマレーシア社会にもたらしているのか、といった点にも、マレーシア研究以外の⽂脈でなけれ
ばほとんど⾔及されることがない。しかし、本論⽂が新経済政策期に⽣じた社会変容について明らか
にしようとする上では、こうした点について明確にしておく必要があるため、本章では、新経済政策
について改めて検討を⾏うこととする。 
 ただし本章もまた、新経済政策のすべての側⾯について詳細をおさえられるような内容にはなっ
ていない。すべての側⾯に触れるよりは、新経済政策が⼈びとの地位達成に対してもたらした影響に
ついて明らかにするという本論⽂の課題を解決していくために必要な事柄に重点を置いて論じるこ
ととする。そうすることで、次章以降の分析およびその結果の解釈に必要な背景を提⽰することを本
章の⽬的としたい。 
 
 
（※2-1., 2-2., 2-3.は省略） 
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2-4. ⼩括 
 新経済政策は、主にマレー系の社会経済的地位の向上を⽬的としたものではあったが、他の⺠族か
ら権益や資源を剥奪して再配分することなく、経済成⻑と⺠族間配分の是正の両⽴を図るという理
念も有した政策であった。この⼤きな理念の存在によって、マレーシアは新経済政策の時期に⺠族間
配分のみに腐⼼するのではなく、産業・就業構造の⼤きな変化を伴う⾼度な経済発展を遂げることと
なったのである。ただし、新経済政策の実際の政策の内容としてはマレー系（ブミプトラ）を優遇す
る側⾯が強い状況もあったことから、やはり新経済政策はマレー系優遇政策の代表格と呼べる存在
であることが確認された。 

ただ、マレー系に便益を優先的に与えるにしても、マレー系のための公企業の設⽴等の直接的な経
済資源の配分政策には限界があったため、次第に新経済政策の重点は、マレー系の⼈びとが個々⼈の
レベルで⾃らの経済的地位を⾃ら引き上げていくための⽀援とも⾔える、就業におけるマレー系優
遇という間接的な策にシフトしていったこと、またその動きが教育政策にも反映されているようで
あることも確認された。 

しかしながら、教育と就業に関する具体的な政策の実効性を⾒ると、ひと⼝に優遇政策と⾔っても、
ラディカルな介⼊が⾏われた教育政策と、公セクター以外ではアドホックで不徹底な形に終わった
就業政策と、2 つの分野で明確に性格の差が出ており、結局実際にマレー系優遇政策としての効果／
影響をもたらし得たのは主に教育政策であっただろうということが⾔えそうである10。その結果、教
育機会の⺠族間での配分、そして⺠族ごとの学歴の分布が⼤きく変わっていくこととなったのであ
る。このことから、ライフチャンスや地位達成に関しては、教育政策の影響を通して⾒ることが鍵に
なってくるのではないか、という⽅針が⾒えてくる。そこで、次章では教育政策が実際にどのような
影響をマレー系・⾮マレー系それぞれの教育達成にもたらしたのかを⾒ていくこととしよう。 
 
  

 
10 就業に関する政策についての研究は教育に関するものに⽐べ少なく、また教育とは切り離された⽂脈の

研究であることがほとんどである。新経済政策について包括的に論じる場合も、（就業政策のアドホッ
クさを指摘した Lee et al. (2013)を除き）、就業分野にもまた他の分野と同様に、マレー系を利し⾮マレ
ー系を不利にする影響がもたらされた、と⾔明されるのが常である。このような状況に鑑みて、教育と
就業の分野間の優遇政策の性格の相違を明⽰的に指摘することには（完全に新規の発⾒とは⾔えないま
でも）低くない重要性があると考える。 



 18 

第 3 章 マレーシアにおける教育――制度・機会・達成 

3-1. マレーシアの教育制度とその新経済政策期以降の変化 
3-1-1. 教育システムの概要――各教育段階および試験制度の概観 
3-1-2. 教育機会へのアクセス 
3-1-3. 特別な教育機会 
3-1-4. ⼩括 

3-2. 教育達成――全体の趨勢および⺠族間の差異とその変化 
3-2-1. マレーシア全体の教育達成の趨勢 
3-2-2. ⺠族間の教育達成の差異とその変化 
3-2-3. ⺠族間の学歴資格取得状況の差異とその変化および各教育段階でのドロップアウト 
3-2-4. ⼩括 

3-3. ⼩結 
 

--- 

 
 前章において、⺠族優遇政策のうちでも、優遇政策としての効果・影響をもたらし得たのは主に教
育政策であっただろうという考察が得られた。そしてそのことからは、マレーシアにおけるライフチ
ャンスの配分や地位達成に関して、教育政策の影響をとおして⾒ることの重要性が⾒いだされたと
⾔える。本章では、教育に関する⺠族優遇政策の直接的な効果・影響を⾒るべく、マレー系・⾮マレ
ー系それぞれの⼈びとの教育達成がどのように変化したかを検討していく。ただしその前提として、
マレーシアの複雑な教育制度について、またそれが新経済政策期にどのように変化したかについて
説明を⾏うことが不可⽋だと考えられる。そこで、第 1 節にてマレーシアの教育の制度的側⾯につい
て概観し、第 2 節にて実際の教育達成の⺠族間の差異に関する分析を⾏うこととする。 
 
 
（※3-1., 3-2.は省略） 
 
 
3-3. ⼩括 

新経済政策期において、マレーシアの教育制度にはマレー系を優遇するための介⼊が⾏われ、⾼等
教育はもちろん、中等教育の段階でも、⺠族間での広義の教育機会の格差が拡がった。そうした状況
のなかで、マレー系の教育達成の度合いが他の⺠族よりも上昇したことが本章では明らかになった。
⺟語で中等教育を受けられるアドバンテージや、特別な教育機会の存在とそれによってもたらされ
るモチベーションの向上が、この結果に影響しているのではないかと考えられる。 

ここで、先⾏研究で⾒られた、優遇教育政策はマレー系を利していないという批判について再検討
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しておきたい。たしかに、Mehmet and Yip (1985) が指摘したように、最上層の教育段階である⾼等
教育の部分では、マレー系の教育達成は階層に左右されていた部分はあったかもしれない。しかし、
全体として⾒た場合、特にこの時期に“現実に⼿が届く⾼学歴”だった後期中等教育への到達という点
では、マレー系が最も階層に関係なく到達できていた可能性が⾼いわけであり、⾼等教育の部分のみ
⾒てマレーシアの教育優遇政策全体を「優遇政策は裕福な家庭出⾝のマレー系しか利さなかった」と
批判してしまうことはあまり説得的でなくはないだろうか。そのように⾒てしまうことで、現実の帰
結についても「優遇政策を⾏ったにもかかわらず、富裕でない⼀般のマレー系は教育も含めたすべて
の⾯で⾮マレー系を上回れなかった」という判断を下してしまい、ひいては新経済政策の全体的な評
価を歪めてしまう危険性があるのではないだろうか。そのように判断するのではなく、マレー系では
⼀定の「⾼学歴化」が⽣じた、と考えた⽅が、新経済政策の帰結の本質にたどり着くことにつながる
のではないかと思われる。 

さて、以上のように、新経済政策期を通し総じてマレー系の教育達成は向上し、⾮マレー系を上回
るほどであったことが明らかになった。では、このことはマレー系の⼈びとの社会経済的地位達成に
どのように作⽤したのだろうか。換⾔すると、より多くの⼈の教育達成が向上し、またより⾼い学歴
資格を獲得するようになったことは、マレー系の社会経済的地位の向上につながったのだろうか。次
章ではこの点について検討していくこととしたい。 
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第 4 章 社会経済的地位の達成における学歴の効果 

4-1. 新経済政策期マレーシアにおける就業機会へのアクセス 
4-2. 学歴の就業先規定効果――職業グループに基づく分析 

4-2-1. 職業グループ別分布の変化 
4-2-2. 特定の職業グループへの就業の傾向 
4-2-3. 特定の職業グループへの就業に対する⺠族による学歴の影響の差異 

4-3. 学歴の就業先規定効果――より詳細な職業別の分析 
 4-3-1. 個別の職業への就業の傾向 
 4-3-2. 個別の職業への就業に対する⺠族による学歴の影響の差異 
4-4. 学歴の収⼊規定効果の分析 
4-5. ⼩括 
 
--- 

 
前章で、⺠族優遇政策がマレーシアの各⺠族の教育達成にもたらしてきた影響を分析し、優遇政策

期にマレー系が相対的に⾼い学歴を得るようになったことが明らかになった。 
 ただし、教育達成が⾼まることは、社会経済的な地位達成が⾼まることと必ずしも同義でない。教
育達成が個⼈の⼈⽣を通しての社会経済的地位達成にもたらす影響がどのようなものであるかは、
国・社会や時代によって異なっており、個別社会における教育達成と社会経済的地位達成との関係性
は、実証なく明らかにすることはできないのである。 

ところがマレーシアについては、第 1 章でも論じたとおり、⼈びとの⼈⽣において学歴が社会経済
的地位達成にどのように影響したかの研究は⾮常に限られている。マレーシアでは教育機会配分に
政策的な介⼊が⾏われてきたこと、そして実質的には⺠族間の社会経済的資源の配分としてこれ以
外の政策があまり有効に機能していなかったことを踏まえれば、その帰結はいかなるものであった
か、顧みられるべきであるにもかかわらずである。 

果たして、この時期のマレーシアでは、前章で⾒たようにマレー系の教育達成が⾼まり⾼学歴化が
進んだことにともない、新経済政策の当初の⽬的であったマレー系の社会経済的地位（職業的地位や
所得）の向上も果たされることとなったのだろうか。本章では、この問いに答えるべく、⼈びとの社
会経済的地位への到達に、学歴取得状況に関する変化がもたらした影響について分析・考察し、社会
経済的地位の⺠族間配分の改変のための⽅途として⽤いられたはずの教育機会配分への介⼊が、職
業的地位の⺠族間配分に対しどのような効果／影響を持ったのかという、優遇政策によってもたら
された帰結、いわば優遇政策の所産について検討していきたい。 

ここでは、しばしば経済学に基づく先⾏研究が⾏なってきたように経済的地位としての所得にのみ
着⽬するのではなく、職業について重点的に検討する。第 2 章で論じたとおり、新経済政策は単に⺠
族間の経済的格差を⾦額の⾯で縮⼩させるのみではなく、「社会の再編」として⺠族と特定の経済的
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機能の結びつきを解消することを⽬標としていたことに鑑みれば、所得だけでなく職業に着⽬する
ことは必然的に重要な課題であると⾔える。理論的にも、職業は個⼈の経済階層上の地位および社会
的威信につながるものであり (Blau and Duncan 1967:6)、これについて分析することで当該社会に
おける社会経済的地位配分の機序がより明確になると考えられる。 
 そこで本章では、はじめに⼈びとの職業への到達に関する変化を、学歴との関連で⾒ていくことと
する。具体的には、学歴によって就業する職業がどれほど異なり、その差異はどのように変化してい
ったのか、⺠族によるその傾向のちがいはどのようなものかを検討していくことになる。第 2 節では
まず学歴が職業達成にもたらす影響の⼤きな傾向を把握すべく、職業を⼤きなグループに分類した
上で記述的な分析およびロジスティック回帰分析を⾏う。そのあと第 3 節では、より詳細な職業の情
報を⽤いて、学歴・⺠族の就業規定効果の重回帰分析および学歴・⺠族別の就業先分布の把握を⾏い、
⺠族ごとの学歴と職業の関係についてさらに探求していく。第 4 節では、収⼊についての分析を⾏
う。職業的地位に対する学歴の効果と、収⼊に対する学歴の効果は異なっていたかもしれず、「社会
経済的地位達成」への学歴の影響をより包括的に検討するためには、収⼊についても改めて分析する
必要があると考えられるためである。なお、これらの量的分析を⾏う前に、当時のマレーシアにおけ
る就業の機会について、少しでも具体的な背景状況のイメージがわき、以後の分析結果についても解
釈がしやすくなるよう、⽂献資料を⽤いた考察を⾏っておくこととする。 
 
 
（※4-1., 4-2., 4-3., 4-4.は省略） 
 
 
4-5. ⼩括 

本章では、「新経済政策期のマレーシアでは、マレー系の教育達成が⾼まり⾼学歴化が進んだこと
にともない、新経済政策の当初の⽬的であったマレー系の社会経済的地位の向上も果たされること
となったのだろうか」という問いに答えることを⼤きな⽬的とし、⺠族ごとの社会経済的地位達成と
そこに教育達成／学歴が与える効果・影響について検討してきた。 

⼤きな傾向としては、マレー系は教育達成が⾼くなった分職業的地位が向上した部分はあるもの
の、新経済政策期をとおして、全体としてマレー系が中国系を上回ることがなかったことが明らかに
なった。教育達成に関してはマレー系が中国系を凌駕するようになったこととは異なる様相を⽰し
ているのである。 

また、⾼い学歴を有することがホワイトカラー就業や威信の⾼い職業への就業傾向を⾼める効⽤
も、マレー系においては他の⺠族と⽐べて逓減していたことがわかった。以前ならマレー系内でも相
対的に⾼学歴だったはずの学歴に到達する⼈が増えたことにより、――またそのような学歴の⼈の
⼀定数はおそらくマレー系内での⼈気の⾼い就業機会を⽬指していたために――、それらの職か“あ
ぶれる”⼈が⽣じた、つまり学歴代替雇⽤が⽣じていたのではないか、ということが考えられる。こ
の点については、次章で⼈びとの就業している具体的な職について⾒ていくことで検証したい。他⽅
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で、⾼等教育学歴の効⽤は⽬減りが⼩さかったようだという点についても⾔及しておきたい。この時
期に⾼等教育に進学した⼈が少なかったために、⾼等教育の就業における価値が⾼いまま保たれた
のであろう。なお、ただ単にある教育段階に進学していた場合よりは、その段階の修了時試験に合格
し、学歴資格を取得していた⽅が、学歴としての効能が⾼かったであろうということも本章の内容か
らは考えられる。この学歴資格試験の存在が、マレーシアの教育社会ならびに労働市場において⼀定
以上の意味を持つということは認識されるべき重要な点であろう。 

加えて本章では、経済的地位に関して、たとえ学歴は⾮マレー系の職業的地位を決定する⼒は強く
なかったとしても、彼らの収⼊には影響する可能性があったのではないか、ということを想定し、そ
の有無を確かめる分析も⾏ったが、特に中国系においては学歴は（同⼀職業内の）収⼊の多寡をほと
んど規定していないということが明らかになった。中国系の⼈々にとって、学歴取得を阻まれたこと
により、職業的地位は⾼いが所得は低いという状況がもたらされてはいないことがわかった。これを
受けて考えると、中国系にとって、より⾼い学歴を得られなかったことの不利益は、学歴がなければ
就けないような職業への就業でマレー系との差異が多少縮まったということに限られており、経済
的地位という⾯に関して⾔えば影響は受けていなかったのではないかと考えられるのである。 

もう⼀点本章で明らかになったことを挙げると、インド系では教育を受けていなかったり学歴が低
かったりすることのマイナス影響が⼤きいようだということも、本章の分析からつかめたことであ
る。この点では、同じ⾮マレー系といえどもインド系と中国系とでは新経済政策期の地位達成に差異
があると⾔える。この差異がどのように⽣じているのかについては次章で検討したい。 
 マレー系と⾮マレー系それぞれについて、本章で明らかになったような状況はいかにしてもたら
されたのであろうか。職業威信スコアの“中⾝”を⾒ながら、次章ではこの点について検討・考察を⾏
っていきたい。 
 
  



 23 

第 5 章 社会経済的地位達成はどのようにもたらされたか 

5-1. 職業威信スコアの分布から 
5-1-1. 威信スコア分布ヒストグラムの検討 
5-1-2. スコアの内訳――特徴的な職業と分布の変化の意味 
5-2. 優遇されなかった⺠族の状況 
5-2-1. 中国系の⾃営業への到達 
5-2-2. インド系の地位の降下 
5-3. 各⺠族のアスピレーション・キャリア規範およびその地位達成との関係 
5-2-1. 中国系の教育・職業アスピレーションとキャリア規範 
5-2-2. マレー系の教育・職業アスピレーションとキャリア規範 
5-2-3. アスピレーション・キャリア規範と実際の地位達成  
5-4. ⼩結 
 
--- 
 
 前章では、各⺠族の⼈びとの社会経済的地位達成に対し学歴がどのように影響しているかについ
て、計量分析を⽤いて検討を⾏った。⼤きな知⾒としては、①より⾼い学歴を取得する⼈の割合が増
え、いわば「⾼学歴化」を経験しているマレー系において、学歴の職業的地位達成における価値が低
下していることと、②⾼い学歴の取得が緩慢にしか進んでいない⾮マレー系、特に中国系で、（教育
の影響を統制した場合には）マレー系よりも⾼い職業に就きやすいこと、③学歴は同⼀職業内におけ
る収⼊の差異をほとんど説明しないこと、の 3 点が明らかになったと⾔える。3 点⽬が明らかになっ
たことにより、学歴と職業（収⼊ではなく）の関係の分析に注⼒することで当時のマレーシアの⼈び
との社会経済的地位達成についての知⾒が深まりうるであろうことが確かめられた。 
 それを踏まえた上で、①、②の点については、「なぜそのような状況が⽣じているのか」「どのよう
にしてそれが可能だったのか」ということをさらに知りたいところである。そこで、これらの問いへ
の回答を試みることを本章の⽬的としたい。その取組みをとおして、計量分析だけでは⾒えづらかっ
た、新経済政策期におけるマレーシアの各⺠族の⼈びとの地位達成――あるいはキャリア形成や⼈
⽣の歩みとも⾔えるかもしれない――の実像を、すべてのパターンについてではないにせよ特徴的
なものについて、ある程度具体的に描き出すことができれば、というねらいも本章にはある。 
 まず第 1 節では、前章で⽤いた職業威信スコアについて、その⺠族ごと・学歴ごとの分布を出し、
さらにスコアの中⾝を確認することで、マレー系の⾼学歴化と職業的地位達成の関係について、また
⾮マレー系における教育を介さない職業的地位達成の実態について、知⾒を得ることとする。 

第 2 節では、⾮マレー系における状況に焦点をあて、優遇されなかった⺠族における新経済政策の
帰結について考察を深めたい。第 3 節では、認識的側⾯から問いにアプローチすることを試みる。
「アスピレーション」と「キャリア規範」という概念を軸に、インタビューで聞き取った内容を中⼼
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に分析・考察を⾏っていく。 
 
 
（※5-1., 5-2., 5-3.は省略） 
 
 
5-4. ⼩括 
 本章では、前章の実証分析の結果がなぜ⽣じたのかに関する疑問に答えつつ、各⺠族における新経
済政策の帰結について考察することを試みた。優遇政策の対象であったマレー系では⾼学歴化とそ
の社会経済的地位達成上の帰結として学歴代替雇⽤が⽣じていたこと、優遇の対象とならなかった
⾮マレー系においては、⺠族ごとにおかれた⽂脈によって異なる帰結にたどり着いたことが明らか
になった。他⽅、インタビュー調査の結果に基づき認識的側⾯からのアプローチを試みたところでは、
マレー系と中国系の間で、アスピレーションとキャリア規範に、程度だけでなく内容⾯でもちがいが
あったことが、両者の地位達成の差異にも影響していたであろうという考察が得られた。本章で得ら
れた知⾒については、終章において他の章の知⾒と組み合わせながら、本論⽂全体の課題への回答の
試みに取り⼊れていくこととする。 
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終章 

1) 新経済政策、あるいは産業化期における多数派優遇政策の帰結 
2) ⼈びとの地位達成とマレーシア社会の「安定」に関する⼀考察 
3) 本論⽂の限界・今後の課題と展望 
 
----------- 

 
 
（※概要のみ掲載） 
 
 
1) 新経済政策、あるいは産業化期における多数派優遇政策の帰結 
 本論⽂で得られた具体的な知⾒を踏まえて、論⽂全体においての理論的関⼼からの問いであった、
多数派を優遇する政策によって、またそれが産業化期に導⼊されていたことによって、どのような帰
結が⽣じたかについて、以下のトピックにまとめて考察を⾏った。 
 
・多数派を優遇することの限界：教育政策と就業政策のちがい 
・マレー系における学歴インフレの発⽣ 
・中国系の教育を介さない地位達成 
・学校教育の試験偏重への展開 
 
 
2) ⼈びとの地位達成とマレーシア社会の「安定」に関する⼀考察 
 本論⽂が最も⼤きな問題意識として有していた、「マレーシアはなぜ、多数派の⺠族を優遇すると
いう、⼀⾒社会に⼤きな負荷をかけそうな政策を⼤々的に実⾏していながらも、社会の安定を維持し
てこられたのか」という問いに対しても、本論を通して⾒えてきたことを中⼼に考察を試みた。要点
は以下のとおりである。 
 
・地位達成の実態の⾯で、⺠族間での均衡がある程度とれていた点が、やはり社会内のバランスを保

ち、「安定」の維持に寄与するはたらきをしたのではないかと考えられる。 
・新経済政策が、マレー系を優遇し、特に教育を介したルートでの地位達成を推奨した⼀⽅で、⾮マ

レー系の地位達成を徹頭徹尾阻害したわけではなく、特に経済活動の⾯では⾮マレー系の地位達成
を抑制するようなことが（でき）なかったことで、結果的にマレー系・⾮マレー系間での均衡がと
れ、いずれかの⺠族が極度の不満をためることなくやってこられたのではないかと考えられる。 
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